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研究成果の概要（和文）：本研究は、国会に対する信頼が2010-2014年の調査（世界価値観調査第6波）において
19.8%と低位であることを問題とし、制度的要因と文化的要因の双方から不信を克服する改善策を検討した。特
に、文化的要因の中でも、情報技術に着目し、議会ホームページへのアクセス・視聴が国会の信頼を向上させる
ことを明らかにした。政治に関する対話は、国会の信頼を高める訳ではないが、政府の信頼・政治家の信頼を高
めることに繋がるため、副次的に国会の信頼向上に寄与すると考えられる。信頼を高めるためには、監視と制裁
のシステムを取り入れることが必要であり、有権者が正しい情報を入手し、監視を行っていくことが求められる
といえる。

研究成果の概要（英文）：World Value Survey (2010-2014) depicts the low percentage (19.8%) in 
Japanese Parliamentary Trust. This research reveals how overcome the distrust through political 
system and culture. We paid attention to the information technology, got out the results that 
accessing and viewing homepages of the Diet raise up the trust. Although political talking has no 
impact on the trust, it raise up the trust of the government and politicians. Then, political 
talking has additional impact on the trust in the Diet. The Diet have to introduce the system of 
monitoring and sanction to overcoming distrust. Therefore, voters have to watch the Diet based on 
correct information.
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１．研究開始当初の背景 
本研究は、国会に向けられる不信の原因を
探求し、信頼を取り戻すためにいかなる審議、
活動が有権者の信頼獲得に影響を与えてい
るのかを明らかにすることである。問題点と
して①代議制民主主義の機能不全(議会不信)、
②国会中継の視聴率の低さ、③若年層の投票
率の低さが挙げられる。議会の信頼低下に起
因する代議制民主主義の機能不全について
は、これまで指摘されており(Klingemann 
1999)、代議制民主主義に代わる制度がない
ため、特に重要な問題であるといえる。 
代議制民主主義は今よりも安定したものと
するため、本研究では、議会の信頼が制度的
要因に基づくのか、あるいは文化的要因に基
づくのかを検討した。 
 
２．研究の目的 
本研究では、議会に向けられる不信構造を
明らかにするため、信頼がいかなる要因によ
り説明されるのかを検証する。政治的要因と
して、選挙制度、執政制度、拒否権プレイヤ
ー(Tsebelis 2002)を用いる。また、文化的要
因 と し て 、 解 放 に 向 け た 価 値 観
（emancipative values(Welzel 2013)）、社会
関係資本が、議会不信を払拭するのかを比較
政治学の観点より明らかにする。 
また、個人レベルのミクロデータにおいて
も当てはまるのかをアンケート調査より明
らかにし、インターネット上での公共討議と
の関係性を示す。 

 
３．研究の方法 
（1）比較政治からの議会の信頼 
世界価値観調査及びQOGデータセットを用
い、信頼の規定要因を明らかにする。制度的
要因として、有効議会政党数、大統領制、議
院内閣制、単一制国家及び二院制を考慮し、
文化的要因として解放に向けた価値観及び
社会関係資本を考慮している。 
小選挙区を重視する選挙制度は、死票が多
くなるため、政治的有効性感覚(外的有効性、
Balch 1974)が低下するため、議会は国民の
声を適切に反映していないと捉えられ、議会
の信頼性は低下することが予想される。他方
で、自由に対する価値観は、機会の平等及び
個人主義を重視するため、三権分立の観点か
ら議会へ信頼を寄せると考えられる。 
 
（2）個人レベルでの国会の信頼 
 個人レベルの有権者を対象に、インターネ
ット調査を用いて、情報技術が国会の信頼を
高めるかを検証する。情報技術とはコンピュ
ータを用いて、他者と対話し、情報入手する
行為であると捉える。国会への信頼に焦点を
当てるため、この他者と対話という行為を、
政治的な対話に限定し、情報を入手する先を
議会 HP へのアクセスと限定する。 
 
（3）熟議による合意の可能性 

熟議民主主義は、話し合いにより、政策態
度や意見が変容することに着目する。ここで
は、話し合いの効果を精査するため、相手の
意見の尊重、意見の不一致、妥協という 3つ
の選好が討議によって変化したかを検証す
る。 
 
４．研究成果 
（1）議会の信頼は、制度的要因と文化的要
因の双方に基づく 
 社会関係資本（他者信頼）に加えて、有効
議会政党数が議会の信頼を高めるといえる。 
他方で、大統領制及び議院内閣制はともに
信頼を引き下げることが明らかとなった。ま
た解放に向けた価値観も、予想とは反対に、
議会への信頼を引き下げる結果となってい
る。加えて、二院制や単一制国家は、有意な
結果となっておらず、議会への信頼に影響を
与えているとはいえない。拒否権プレイヤー
の数については、議会の信頼を引き下げる結
果となっている。拒否権プレイヤーについて
は、拒否権プレイヤーの数が増えると、政策
安定性が高まり、政府が自由に政策を行えな
いことから、政権・レジームが不安定化する
とされており、それに伴い、議会の信頼も低
下するものと考えられる。 
議会が信頼を高めるための制度的な改革
を行うには、比例代表制の選挙制度にして有
効議会政党数を増やし、半大統領制が好まし
いといえる。ただし、半大統領制である国は、
パキスタン、レバノン、エストニアであるた
め、半大統領制であるから、議会への信頼を
高めるといえるのかどうかは、更なる検証が
必要であると考えられる。 
 
（2）議会ホームページへのアクセス・視聴
が国会への信頼を高める 
 議会 HP にアクセスし、国会審議を視聴し
ている人の方が、国会に対する信頼が高まる
といえる。ただし、政治に関する対話は、有
意となっておらず、対話することで、国会に
対する信頼が高まるとはいえない。また、イ
ンターネット調査による個人レベルの分析
においても、社会関係資本の形成は、国会の
信頼を高めるといえる。 
政治に関する対話が、政府の信頼及び政治
家信頼を高めるといえる。政治に関する対話
は、国会の信頼には影響を与えているとはい
えないものの、政府及び政治家の信頼の向上
に役立っているといえる。恐らく、政治に関
する対話の内容が、ニュースで報道されるこ
とや、現政権の評価に関するものであり、政
府や政治家信頼には影響を与えるものの、国
会の信頼には影響を与えないものと考えら
れる。 
 
（3）相手の意見の尊重、意見の不一致、妥
協は討議により変化する 
「エネルギー・環境の選択肢に関する討論
型世論調査」を用いて分析した結果、相手の



意見の尊重では、どちらでもない層が 25.0%
から 16.2%に減り、賛成が 68.6%から 77.1%
に増加している。同様に、意見の不一致に関
しても、どちらでもない層が 47.7%から
39.0％に減少し、反対が 25.3%から 33.7%に
増加している。妥協に関しても、どちらでも
ない層が 30.2%から 22.1%に減少し、賛成が
59.4%から 63.7%に増加している。 
Mackie(2006)は態度のネットワーク構造
が十分な選好変容をもたらさないことを指
摘しており、ネットワーク構造ゆえに、熟議
の効果は潜在的で間接的なものとなるとし
ている。討議により、大きく意見や態度が変
容することはないが、少なからず討議の影響
はあると考えられる。その影響は、合意に向
かうものと対立に向かうものの2通りがあり、
やや合意に向かう割合の方が高い。 
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